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平成23年度事業計画概要 

 

 

 

昨今の国際社会では、インターネットによる情報の流れが市民間や国家間の垣根を吹き飛ばし、 

想像をはるかに超えるパワーとなることが実感させられました。また、食糧危機が構造的且つ長期 

的に継続するトレンドであることが明確になり、世界規模での食糧価格の高騰や飢饉などの発生に 

より、今後、混迷が深まるであろうと危惧されます。 

今年度、FIDRは、公益財団法人として発足後2年度目となり、本格的に公益財団法人としての 

活動が始まります。これまでの20年の経緯と実績をふり返り、当財団のあるべき姿を改めて見つめ 

直し、追求していきたいと思います。 

FIDRは、公益目的事業１である国際協力援助事業としては、カンボジア、ベトナム、そして、 

ネパールで、子どもたちが健全に育つ社会環境づくりに焦点を当てた『チャイルド・ケア』に基づく 

地域開発援助事業を実施しています。今年度もまず、これまで継続してきた事業を着実に安定的に 

推進していくことを最優先します。また、新たな事業策定のための調査を進め、先の3国において 

新規事業を開始します。他団体との共催による事業についても、各共催団体との連携強化を図り、 

共催による事業効果を高めていきます。 

公益目的事業2である緊急援助事業では、日本を含むアジア諸国における自然災害に備え、活動 

の実施体制作りを進めます。 

公益目的事業3である広報啓発事業では、ご支援くださっている法人賛助会員、個人賛助会員、 

寄付者の方々へ、きめ細かいサービスによる国際協力へのさらなる理解・協力の促進を図ります。 

また、国の内外から評価を受けているこれまでの活動実績と当財団の特色や強みを積極的にアピー 

ルし、潜在的支援者の開拓に努め、『日本企業と日本人による国際協力』を更に推進していきます。 

FIDRは、開発途上国支援を通して日本社会に国際貢献への参加意識を定着させるという大きな 

使命に立ち、事業活動に邁進するとともに、運営管理体制を充実させ、公益法人としてふさわしい 

社会的価値の創造と信頼を高めていけるよう努めます。 
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海外事業 

 

 

 

カンボジア 

 

 

 

 

今年度も、現地事務所を置いているカンボジアとベトナムを中心に、地域開発援助事業を行います。

昨年度、新たに事業を開始したネパールにおいては、小学校建設の円滑な運営管理に努めるとともに、

地域開発援助事業を実施するための体制を整え、現地事務所の設置も進めていきます。 

今年度は、カンボジアで5件、ベトナムで4件、ネパールで2件の合計11件の事業を実施します。

このうち、カンボジアとベトナムの3つの事業については、各事業の終了に伴う終了時評価を行い、 

事業目標達成度や成果、課題等を明確にして、今後の事業に活かします。さらに、現地の政府協力 

機関等に対して、FIDRの事業活動の有効性やアプローチが政府の施策に反映されるよう働きかけ 

ていきます。緊急援助事業においては、近年のスマトラ沖大地震や中国四川省大地震、ベトナムで 

の台風・洪水被災者への緊急援助等の経験を踏まえ、アジア地域で発生する自然災害に対して迅速 

な緊急援助・復興支援を行うための体制および枠組みづくりを進めます。 

FIDRは、「子どもの未来を拓く」ため、子どもやその家族、彼らを取り巻く地域や社会の状況 

や課題を見極め、現地の人々や協力機関と強い信頼関係を築き、事業に取り組んでいきます。 

 

 

 

 過去10年間におけるカンボジアの平均経済成長率は世界9位の7.7％を記録し、内戦後の復興期を

経て、政治・経済ともに安定した国づくりが進んでいます。特に、ここ数年の成長はめざましく、10％

を超える成長率を維持し外国の直接投資も増え、急速なスピードで開発が推し進められています。 

しかしながら背後には、その勢いに取り残され、経済成長の枠外へと周縁化されていく農村部に住

む人々の存在があります。首都プノンペンと農村部のあいだには、貧困率にして7倍もの差があり、

貧困層の実に9割は農村部に集中しています。さらに、依然として農村部では、新生児死亡率と妊産

婦死亡率のいずれも著しく高い傾向があります。農村部人口が国民全体の8割を占めるカンボジアに

おいて、近年の急激な開発による格差の是正が必要とされています。 

 FIDRでは今年度から、経済成長の恩恵を享受することなく取り残された人々へ、さらに裨益する

べく地域開発援助事業を拡大し、農村部における農業技術の普及と村人の公衆衛生知識の向上に本格

的に取り組みます。併せて、保健医療や職業訓練の分野でも、地方への拡がりと波及効果を見据えて、

各活動を展開していきます。 
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 国際協力援助事業（公益目的事業１） 
 

カンボジア 

 

●カンボジア小児外科支援事業 

 

● 国立小児病院給食支援事業 

事業期間 平成8年10月～平成24年3月 

事業地 カンボジア・プノンペン市 カンボジア国立小児病院 

目的 

カンボジアで、子どもが迅速かつ適切な医療診断、及び外科治療を受けられるように、

国立小児病院を拠点として診断・治療技術の基礎を確立し、地方にもその技術を広げて

いくことを目指します。 

対象 

（受益者） 

・ 国立小児病院外科職員（医師、看護師等） 

・ 研修医及び地方病院の外科医：16人 

・ 国立小児病院外科患者：年間約8,600人、患者の保護者 

・ 地方病院（12病院）の外科患者 

事業内容 

① 国立小児病院外科職員（医師、看護師）対する技術研修（7,764 千円）：専門家派

遣、セミナー開催、研修派遣等 

② 医療器材購入、施設修理（13,564千円）：手術棟拡張工事とそれに伴う器材の購入

等 

③ 地方医師に対する技術研修（3,287 千円）：講師謝礼、研修医生活費、セミナー開

催等 

④ 地方麻酔スタッフに対する小児麻酔研修（1,427 千円）：講師謝礼、研修生生活費

等 

事業予算 

35,720千円 

内訳 
自己資金：23,978千円（内、特定資産6,347千円）（67.1%） 

外務省NGO連携無償資金協力：11,742千円（32.9％） 

事業期間 平成18年4月～平成24年3月 

事業地 カンボジア・プノンペン市 カンボジア国立小児病院 

目的 国立小児病院における治療効果向上のために、患者の栄養状態の改善を図ります。 

対象 

（受益者） 

・国立小児病院入院患者：年間約17,000人、患者の保護者等 

・国立小児病院職員（医師、看護師、調理員） 

事業内容 

 

① 入院患者への給食提供（2,629千円）：食材購入支援 

② 病院スタッフ研修（7,609千円）：海外研修、研修教材費、専門家派遣等 

③ 厨房機材・用具（308千円）：調理用機器、用具購入 

④ 栄養アセスメント（45千円）：検査薬購入、データ処理等 

⑤ 調査（661千円）：地方病院の給食調査等 

事業予算 

14,953千円 

内訳 
自己資金：11,953千円（内、特定資産1,330千円）（79.9％） 

ヤマザキ「ラブ・ローフ」募金：3,000千円（20.1％） 
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カンボジア   

 

● ロレイアッピア郡農村開発事業 

 

 

 

 

● カンボジア少女保護自立支援事業 

 

 

 

 

 

事業期間 平成19年4月～平成24年3月 

事業地 
カンボジア・コンポンチュナン州ロレイアッピア郡 

アンドンスナイ地区（3村）及びコークバンティエイ地区（2村） 

目的 
対象地域の住民が健康的な生活を送るために十分な食糧を確保し、栄養のある食事を摂

れるようになることを目指します。 

対象 

（受益者） 

・５村（バンポン・パチェアック村、パヒー村、トバン村、オウタセイク村、チュート

ラック村）の住民、582世帯、約2,900人 

事業内容 終了時評価（950千円） 

事業費予算 
950千円 

内訳 自己資金：950千円（100%） 

事業期間 平成20年６月～平成24年3月 

事業地 カンボジア・プノンペン市 

目的 

現地NGOであるAFESIP（アフェシップ）の活動を支えることで、強制的な売買の対

象の被害者である女性たちを救出保護し、職業訓練を行い、社会復帰したのちも安全で

自立的な生活ができるようにします。 

対象 

（受益者） 
人身売買、性的搾取の被害者である尐女たち約60人及びその家族 

事業内容 

①保護センター運営支援（642千円） 

②職業訓練支援（535千円）：外部研修等 

③自立支援（1,388千円）：小規模ビジネス開始支援、フォローアップ指導等 

事業予算 
4,028千円 

内訳 自己資金：4,028千円（100％） 
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カンボジア 

 

● コンポンチュナン州農村開発事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業期間 平成23年4月～平成28年3月 

事業地 
カンボジア・コンポンチュナン州ロレイアッピア郡内3地区25村、ボリボー郡内2地区

14村 

目的 
対象地域の住民が健康的な生活を送るために十分な食糧を確保し、栄養のある食事を摂

れるようになることを目指します。 

対象 

（受益者） 
・39村（5,857世帯、約26,000人） 

事業内容 

① 米の生産性向上（1,400千円）：稲作技術トレーニング、視察、情報交換会 

② 食生活の改善（3,028 千円）：子どもの栄養状態の把握、栄養に関するワークショ

ップ、家庭菜園の普及等 

③ 衛生的な環境の整備（878千円）：衛生教育・疾病予防ワークショップ 

④ 若者への農業技術研修（1,152千円） 

⑤ 情報及び経験共有の促進（1,397千円） 

⑥ モニタリング（958千円） 

事業予算 
11,590千円 

内訳 自己資金：11,590千円（100%） 
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ベトナム 

 

 

 

 

  

昨年までの過去10年間に平均経済成長率7.26％という高成長を遂げたベトナム。2011年1月には、

5年に一度行われる共産党大会が開催され、2020年までに近代工業国家に成長することを目標として、

引き続き高い経済成長を目指す方針が掲げられました。他方、以前からベトナム国内外で指摘されて

いる、貧困の差の拡大や汚職、官僚主義の弊害等のマイナス面も顕在化しています。 

FIDRでは今年度、ベトナムのダナン市において実施してきた、都市開発の影響による急激な社会

変化に直面する貧困世帯を対象とした生計安定事業、また、中部クァンナム省ナムザン郡での尐数民

族伝統手工芸支援事業の２つの事業の終了時評価を行い、その成果や効果を明確にして、それらを地

域の人々や地方行政府に引き継いでいきます。また、隣国ラオスとの国境に位置するクァンナム省タ

イヤン郡における地域総合開発事業も引き続き展開するほか、これまでに達成した成果を他の地域に

普及すべく、開発ネットワークを拡げる準備を始めます。さらに、ベトナム北西部と並んで貧困率が

最も高く、多くの貧困層の人々を抱える中部高原地域において、子どもたちの栄養改善に焦点を当て

た事業を展開する予定です。 

 

 

● リエンチエウ区生計安定支援事業 

 

事業期間 平成19年6月～平成24年3月 

事業地 ベトナム・ダナン市リエンチエウ区ホアヒエップ北地区および南地区 

目的 

都市開発や工業団地の拡張等の影響による急激な社会変化に直面し、主収入源（農業）

の転換を余儀なくされている都市近郊の住民が、収入向上のための研修や行政との情報

共有の場への参加を通じて、生計が安定することを目指します。 

対象 

（受益者） 

・ダナン市リエンチエウ区ホアヒエップ北・南地区の地域住民 

 都市開発によって農地を収用された貧困世帯＊の住民 325世帯（約1,235人） 

 その他の地域住民 2,300世帯（約9,000人） 

 

＊貧困世帯…「一人当たりの所得が30万ドン（約1,700円）／月」以下の世帯 

事業内容 
① 住民と行政等、関係機関との連携強化（ワークショップの開催等）：（12千円） 

② 事業運営実施体制の強化：終了時評価等（1,128千円） 

事業予算 
1,634千円 

内訳 自己資金：1,634千円（100％） 
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ベトナム  

● ベトナム少数民族手工芸支援事業 

 

 

 

● タイヤン郡地域総合開発事業 

 

事業期間 平成20年8月～平成24年3月 

事業地 ベトナム・クァンナム省ナムザン郡タビン社ザラ村と周辺村 

目的 
尐数民族（カトゥー族）の女性たちが、伝統織物手工芸の振興を通じて、安定した収益

を得ることを目指します。 

対象 

（受益者） 
・ナムザン郡タビン社ザラ村と周辺村の織物グループの女性 約80人とその家族 

事業内容 

① 事業運営実施体制の強化：事業運営に関する研修、定例会合（186千円） 

② 織物製品の質の向上：製品技術及び製作工程に関する研修（309千円） 

③ 縫製加工の質の向上：加工技術及び製作工程に関する研修（182千円） 

④ 織物ネットワークの拡大及び強化：技術研修等（43千円） 

⑤ 市場調査及び展示即売会参加等（1,061千円） 

⑥ 経験、学びの共有および終了時評価等（1,639千円） 

事業予算 
7,030千円 

内訳 自己資金：7,030千円（100％） 

事業期間 平成20年8月～平成24年3月 

事業地 ベトナム・クァンナム省タイヤン郡ラン社 

目的 

山岳尐数民族の人々が、農業、保健・医療、教育分野などに関わる様々な問題を地域内

の相互協力の下に解決し、生活水準の向上を目指すと同時に、地域の持続的な社会経済

発展を担っていける能力（知識、技術、経験）を備えることを目指します。 

対象 

（受益者） 
・クァンナム省タイヤン郡ラン社の地域住民 1,923人（387世帯） 

事業内容 

① 水稲の生産量増加：稲作技術研修（609千円） 

② 疾病予防及び栄養不良の減尐：地域保健従事者の能力強化及び地域への啓発活動（栄

養価が高く、衛生的な食事の準備方法など）（811千円） 

③ 収入源の多様化：家畜飼育の技術研修（養豚等）、ネットワークの強化（1,064 千

円） 

④ 相互学習の推進：学習グループの発足、地域内の教育活動の活性化など（545千円） 

⑤ 事業関係者の実施運営能力向上：研修、定例会合（1,531千円） 

事業予算 

15,124千円 

内訳 
自己資金：7,124千円（47.1％） 

ヤマザキ「ラブ・ローフ」募金：8,000千円（52.9％） 
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ベトナム  

 

● コントゥム省北西地域栄養改善事業 

 

 

 

 

● コントゥム省新規事業調査 

 

事業期間 平成23年4月～平成23年8月 

事業地 ベトナム・コントゥム省ダックグレイ郡及びダックトー郡 

目的 

コントゥム省ダックグレイ郡及びダックトー郡における 5歳未満の栄養不良児の状況、

特にその原因と対策について、現地政府機関や住民等への聞き取り、また、現地での観

察を通して明らかにし、事業計画の策定を進めます。 

対象 

（受益者） 
コントゥム省ダックグレイ郡及びダックトー郡に住む5歳未満の栄養不良児 

活動内容 
ワークショップ開催（76千円） 

職員給与、出張費等 （2,147千円）     

事業予算 
2,223千円 

内訳 自己資金：2,223千円（100％） 

 

 

 

 

 

事業期間 平成23年9月～平成26年3月 

事業地 ベトナム・コントゥム省ダックグレイ郡及びダックトー郡 

目的 5歳未満の子どもたちの栄養改善を目指します。 

対象 

（受益者） 
コントゥム省ダックグレイ郡及びダックトー郡に住む5歳未満の栄養不良児 

事業内容 

①栄養・衛生知識の向上（726 千円）：料理教室の開催、母親グループの形成・情報交

換 

②重度栄養不良児の栄養状態改善（654千円）：高栄養価食の提供 

③子どもの食事改善（511千円）：家庭菜園、養鶏 

④衛生的な環境の整備（470千円）：簡易浄化装置の設置 

⑤基礎データ収集（342千円）：子どもの栄養状態の基礎調査 

事業予算 
6,650千円 

内訳 自己資金：6,650千円（100％） 
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ネパール 

 

 

● ラダ・クリシュナ小学校建設事業 

 

 

 

● ダーディン郡地域総合開発事業 

 

 

 

事業期間 平成23年1月～平成23年9月 

事業地 ネパール・カブレパランチョーク郡デウブミ・バルワ村 

目的 
児童が快適・安全な設備で教育を受けられる環境を整備することで、当該地区における

初等教育の充実を図ります。 

対象 

（受益者） 

・通学児童：71名（現在は保育園および1～3学年の4クラス） 

・教員：4名 

・通学対象デウブミ・バルワ村の地域住民数：約11,110人（1,585世帯） 

事業内容 
① 小学校校舎建設（3,256千円） 

② 施工監理、モニタリング（651千円） 

現地協力団体 Love Green Nepal 

事業予算 
5,510千円 

内訳 自己資金：5,510千円（内、特定資産4,463千円） （100％） 

事業期間 平成23年4月～平成27年3月 

事業地 ネパール・ダーディン郡 

目的 貧しい地域に住む住民の生活水準の向上を目指します。 

対象 

（受益者） 
ダーディン郡内5村 

事業内容 

①生活改善活動（285千円） 

②学校保健活動（285千円） 

③ベースラインおよびフィージビリティー調査（665千円） 

④事業関係者間との合同ワークショップの開催（285千円） 

現地協力団体 
JANTRA  (Japan-Nepal Health and Tuberculosis Research Association) 

YOUCASP  (Youth Campaign for Social Progress) 

事業予算 
4,237千円 

内訳  自己資金：4,237千円（100%） 
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アフガニスタン 

広報啓発事業（公益目的事業3） 

その他共催事業 

 

 

● アフガニスタンにおける医療支援事業 

 

 

●（公財）国際医療技術財団との共催により、途上国からの研修員受入れ及び国際セミナーを 

実施予定      ・事業予算  （自己資金：2,000千円） 

 

 

 

 

昨年度の設立20周年ならびに公益財団法人移行にあたり、これまでの活動の振り返りを踏まえた 

上で、よりFIDRの特色・強みを抽出しつつ、今まで以上に多くの方に情報を発信できるよう、広報

媒体を充実させていきます。 

そして、FIDRが掲げるミッション「日本企業と日本人による国際協力の推進」のもと、新たな支

援者を積極的に募るほか、既存の支援者へ引き続きの支援を働きかけます。 

このほか、事業報告会の開催や、入金方法の多様化を図るなどの取り組みを通して、支援者の理解

と参加の促進を目指します。 

 

事業内容 

① 広報物作成（4,165千円）：FIDR NEWS、年次報告、広報資料制作等 

② 事業報告会開催（3,000 千円）、イベント参加・その他報告会実施（921 千円）：

報告会会場代、懇親会費用、イベント参加費、荷物運搬費等 

③ 開発教育（20千円）：教材作成費等 

④ 共催でのイベント開催（500千円） 

事業予算 
8,606千円 

内訳 自己資金：8,606千円（100％） 

 

事業期間 平成23年4月～平成24年3月 

事業地 アフガニスタン・カブール市 燈台クリニック 

共催団体 特定非営利活動法人 燈台 

目的 

カブール市の燈台クリニックを拠点とし、アフガニスタンの風土病であるリーシュマニ

ア罹患患者を治療するとともに、アフガニスタンの人々の公衆衛生への意識を高め、健

康な生活を実現する一助とします。 

対象（受益者） ・カブール市及びその近郊の住民：約12,000人 

事業内容 ① 診療活動（2,588千円） 

事業予算 
6,146千円 

内訳 自己資金：2,588千円（42.1％）  (特活)燈台：3,558千円(57.9%)  


